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研究要旨 

【背景】肝炎ウイルス検査陽性指摘後の精検受診から治療や定期フォローアップの自治体を中

心とした体制や推移の実態や対策には地域間および施設間の差異があり、実態を把握し、適切な

対策を講じる必要がある。また、肝炎の予防及び医療に携わる人材として肝炎医療コーディネ

ーター（肝Co）が４７都道府県で約16,000名が養成されてきたが、養成の状況や地域や職種にお

ける理想的な活動については課題が残されている。 

【目的】そこで、(1) 肝炎ウイルス検査陽性指摘後の精検受診から治療や定期フォローアップ

の体制や推移の実態を解明する。(2) (1)を推進するための肝Coの活動の促進・阻害要因を解

明する。(3) 精検受診から治療や定期フォローアップを促進させる肝Co養成や活動方法を見出

すことを本研究の目的とした。 

【方法】平成２９年度に実施した厚生労働省、拠点病院、各医療機関、自治体や職域と協

力した、全国での受検・受診・受療・フォローアップのエコシステム（県＋市町村＋職域）

の実態の調査およびエコシステムの推進の拡充肝炎 Coの質向上のために各フィールドと各

ステップの事例によって明らかにした促進・阻害要因を明らかにし、行動科学を応用して

実効性が高い対策を立案し、それらの情報発信・アーカイブとしてのインターネット上に

ポータルサイトを立ち上げ、平成２９年度、３０年度に開発したマニュアル・ツールのお

パイロット運用とモデル地区での効果測定を開始してきた。最終年度としては、エコシス

テムの質の向上および肝炎 Coの教育のシステムを整備し、その中心的な成果物としての Co

向けの教本の作成と全国展開を行う。また成果は全国展開のみならず海外への発信も行う。 

【結果】肝炎ウイルス検査陽性指摘後の精検受診から治療や定期フォローアップの体制や推移

の実態解明および(2) (1)を推進するための肝 Coの活動の促進・阻害要因を解明に関しては、

厚生労働省と協力して実施した都道府県・市町村調査の解析を行い、受検〜受療の推移把

握の実態と協力が得られた自治体で、各ステップの対策の現状調査を行い、さらに全国規

模の肝 Coおよび肝臓専門医、患者らに質的調査を実施し、対策の改善についての検証を行

った。さらに市町村、かかりつけ医療機関、専門医、肝疾患拠点病院等の各フィールドと

予防、受検、受診、受療、さらにフォローアップまでの各ステップの優良事例及び反省事

例を詳細に分析し、対策は行動科学を応用して実効性が高い対策を立案した。職域対策は

是永班および両立支援の研究班（中村班）と協力して進めた。全国 NHO相談支援システム

DBを生かして肝炎 Coの養成およびスキルアップ方法のブラッシュアップを行った。また感

染症としての肝炎についての疾病啓発・情報発信について、これまでの研究班の成果を現

場 Co等の医療者が使い易い内容に改修し、四柳班が開発を進める e-learning システムと

連携した。さらに、肝炎 Coや相談員が所属する組織での有意義な活動のための組織デザイ

ンと組織構築戦略を検討した。これまで研究班で得られたニーズを解明し、活動支援のた

めのマニュアルや動画教材を含むポータルサイト、活動支援の中心となる肝臓専門医に対

する肝 Co活動支援のためのポケットマニュアル、専門医、行政、患者向けの啓発書籍、全

国事例集、活動支援ツール、肝 Co向け教本を作成し、それら成果物を４７都道府県や市町

村、また全国拠点病院、肝炎情報センターを通じて、全国の肝 Co、一般向けの展開を行っ

た。さらに、それらの手法を海外への技術移転として、モンゴル国での肝 Co養成と活動支
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援を同国保健省とウランバートルロータリークラブと協力して開始した。 

【結論】４７都道府県における受検〜受療までの実態調査および肝炎医療 Co の養成および

活動の現状調査を実施し、その結果を集約して報告書を作成し、４７都道府県、基礎自治

体、拠点病院等へ調査結果を還元した。また全国の肝 Co のニーズが高かった肝 Co ポケッ

トマニュアル第１版、第２版の作成、全国の肝 Co がアクセスできる活動支援のポータルサ

イトをインターネット上に立ち上げ、活動事例等の動画コンテンツ、成果物等を掲載し、

運用を開始した。さらに専門医・医療機関管理者、行政、患者向けの肝 Co 活動促進・啓発

マニュアルを作成、全国レベルでの配布を進めた。また成果目標のひとつであった海外で

の本研究班の成果の技術移転を開始、同国保健省と協力して同国で肝 Co 養成と活動支援を

行なった。今後は、ポータルサイトの継続的な拡充と活用効果の測定が望まれる。また成

果物の継続的なアップデートと全国展開、効果測定、さらに上記の成果物の効果的な活用

等に加え、全国の地域の特性や課題を鑑みた新たな養成やスキルアップ手法の開発と展開

が望まれる。 
 

 

Ａ．研究目的 

  肝炎医療コーディネーターは、専門医だ

けでは達成できないB型、C型肝炎の啓発や

情報発信、拾い上げ、抗ウイルス治療の受

療率向上のために全国に先駆け平成21年度

に山梨県で養成され、現在では全国で養成

が進み、現在では全国47の自治体で養成さ

が進められている。平成29年4月には厚生労

働省健康局長から全国の都道府県知事に向

け基本的な考え方や養成、役割、活動につ

いて詳細な通達がされた。しかし自治体や

肝疾患診療連携拠点病院、職域ではコーデ

ィネーターの養成や活用には課題が多く、

貢献に躊躇するコーディネーターも少なく

はない。 

【目的】肝炎ウイルス検査受検から受診、

受療に至る肝炎対策の効果を検証し、また

肝炎対策が効果的に進む切り札とも言える

コーディネーター活躍のための促進・阻害

要因を全国のコーディネーターおよび所属

機関、肝臓専門医を含む周囲の医師、患者

および患者家族を全国レベルで調査し、活

動の現状を詳細に把握し、今後の活躍のた

めの課題と打ち手を明らかにする。 

 

Ｂ．研究方法 

平成２９年度に実施した厚生労働省、拠点

病院、各医療機関、自治体や職域と協力し

た、全国での受検・受診・受療・フォロー

アップのエコシステム（県＋市町村＋職域）

の実態の調査およびエコシステムの推進の

拡充肝炎Coの質向上のために各フィールド

と各ステップの事例によって明らかにした

促進・阻害要因を明らかにし、行動科学を

応用して実効性が高い対策を立案し、それ

らの情報発信・アーカイブとしてのインタ

ーネット上にポータルサイトを立ち上げ、

平成２９年度、３０年度に開発したマニュ

アル・ツールのおパイロット運用とモデル

地区での効果測定を開始してきた。最終年

度としては、エコシステムの質の向上およ

び肝炎 Coの教育のシステムを整備し、その

中心的な成果物としての Co 向けの教本の

作成と全国展開を行う。また成果は全国展

開のみならず海外への発信も行う。（佐賀大

学附属病院倫理審査済） 
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Ｃ．研究結果 

（１）都道府県、市町村に肝炎ウイルス検

査受検およびフォローアップにおける肝

Co の実態について初めて４７都道府県へ

の独自調査を実施し、都道府県の共通項目

および差異を解明し、報告書を作成し、全

国の自治体、肝疾患診療連携拠点病院等へ

の送付を行った。 

 
（２）全国レベルで臨床現場の肝 Co に質的

および量的調査を実施し、ニーズを解明し、

活動支援のためのマニュアルや動画教材を

含むポータルサイト、 

活動支援の中心となる肝臓専門医に対する

肝 Co 活動支援のためのポケットマニュア

ル、専門医、行政、患者向けの啓発書籍、

全国事例集、活動支援ツール、肝 Co 向け教

本「肝炎医療コーディネーター、これだけ

は！」を作成した。
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（３）上記の成果物等を４７都道府県や市

町村、また全国拠点病院、肝炎情報センタ

ーを通じて、全国の肝 Co、一般向けの展開

を行った。 

 
（４）それらの手法を海外への技術移転と

して、モンゴル国での肝 Co 養成と活動支援

を同国保健省を通じて開始した。 
是永匡紹研究分担者は、（１）肝炎情報セ

ンターが主催する研修会を通して、拠点病

院に従事する肝炎医療 Co の活動状況を明

らかにし、院内 Co 数が多く、多職種である

ほど活発に活動していることを明らかにし

た。（２）同研究分担者が研究代表者を務め

る「職域等も含めた肝炎ウイルス検査受検

率向上と陽性者の効率的なフォローアップ

システムの開発・実用化に向けた研究班」

と連携し、地方公共団体肝炎対策部署の Co
についてヒアリングを行い、業務として肝

炎対策を行っており、異動により Co 活動が

困難になるため、その連絡が絶えず行うこ

とが重要であり、C 県では不在となった地

域で出張 Co 養成研修会を行い、全市町に

Co 配置に成功していること明らかにした。

（３）啓発活動の効果判定を行うため、配

布資材に QR コードを作成し、アクセスを

解析したころ 1.5%に留まっており、更なる

工夫が必要であることを明らかにした。 
考藤達哉研究分担者は、同研究分担者が研

究代表者を務める「指標班」が実施した自

治体事業指標調査の中で、特に肝炎医療 Co
事業に関する指標調査を実施し、平成 29 年

度時点で肝炎 Co 養成なしの都道府県が 8

存在していたが、平成 30 年度には全都道府

県で養成が始まった。肝炎 Co の資格更新研

修を実施している都道府県は 16 であった。

肝炎 Co の配置状況に関しては、拠点病院、

保健所への配置は全国的に進んでいるが、

肝疾患専門医療機関、市町村担当部署への

配置は都道府県間格差があり、十分ではな

いことを明らかにした。 
四柳 宏研究分担者は Co の研修資材とな

る e-learning を作成し、web で実施できる

環境を整備し、全国規模での運用を開始し

た。 
八橋 弘研究分担者は、看護学生及び病院

職員を対象としたウイルス肝炎全般、特に

ウイルス肝炎の感染性についての理解度に

関するアンケート、ウイルス肝炎の感染性

や患者に対する対応に関する問題集を、 
を、全国の肝疾患診療連携拠点病院の職員

および医学部学生・研修医に配布し集計を

行った。 
小川浩司研究分担者は、2018 年 10 月まで

に 3 回肝炎医療 Co 研修会を開催し、北海

道内で合計 416 人の肝炎医療 Co を養成し

た。また 2017 年に養成した肝炎医療 Co を

対象として、活動状況の調査を行い解析し

た。2019 年 10 月及び 12 月にスキルアップ

研修会を開催した。 
井上泰輔研究分担者、坂本 穰研究分担者

は、山梨県と連携し、肝疾患 Co 養成講習会

の開催 H30 年度までに 384 名が認定。年

1回のCoスキルアップ講座を開催し情報の

アップデートや交流を活性化、課題を検討

した。 さらに C 型肝炎治療終了者フォロー

アップ事業により SVR 後の症例の定期通

院を肝疾患 Co が確認したが、同意者 671
名中 55 例（8.2%）がドロップアウトして

おり本事業での再指導をきっかけに再通院

したことも確認した。また院内、院外相談

会を年に数回ずつ開催。医師、弁護士、社

会保険労務士、肝疾患 Co が相談に対応する
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手法を開発した。また非専門医対策として

院内ウイルス肝炎アラートシステムの導入

し、報告書を肝疾患 Co が管理するシステム

を開発した。陽性者への対応が低率であっ

たため、R1 年 10 月より未対応者リストを

各科に配布し院内会議で各科別報告率を公

表することにより劇的に上昇したことを確

認した。 
玄田拓哉研究分担者は、静岡県肝炎医療 Co
研修会参加者にアンケート調査を行い、明

らかになったニーズを基にしてフォローア

ップ研修会を企画し、実施し、自治体所属

の肝炎医療 Co に聞き取り調査を行い、ニー

ズや問題点を明らかにし、研究班のマニュ

アル作成に共同執筆した。さらに上記調査

を基に、静岡県肝炎医療 Co の共同活動とし

て肝炎医療 Co による患者相談会を世界肝

炎デーキャンペーンにあわせて開催し、啓

発手法の効果を確認した。 
小林良正研究分担者は、インターネットタ

ーゲティング広告手法を用いた若年者に対

する肝炎ウイルス検査受検勧奨を行い、受

検数増加の傾向を確認した。 
野ツ俣 和夫研究分担者は、県全体でのウイ

ルス肝炎診療調査による肝炎ウイルス陽性

者に対する対応の実態を把握し、総合病院

における肝炎ウイルス陽性者拾い上げ・肝

専門医紹介システム構築のための講習会、

開業医・短歌病院向けの肝炎ウイルス陽性

者拾い上げ・肝専門医紹介率向上のための

講習会による周知を行った。 
西口修平研究分担者は、兵庫県における肝

炎医療 Co による院内肝炎ウイルス陽性者

の拾い上げ体制を開始し、受診・受療率が

改善したことを確認した。 
 池田房雄研究分担者は、岡山県における

肝炎検診や肝炎医療に関連した部局従事者

で肝炎対策や最新肝炎医療の研修会を受講

した地域肝炎対策サポーターの活動実態調

査を行った。 

小野正文研究分担者は、肝炎医療 Co を中

心とした院内肝炎対策システムを構築した。 
また高知県肝炎医療 Co へのアンケート調

査を実施し、院内肝炎対策の現状と問題点

を明らかにした。 
日髙 勲研究分担者は、(1)山口県における

肝炎医療 Co の活動把握のため、「山口県肝

疾患 Co 連絡協議会」を設置することは活動

の実態把握ができるだけでなく、継続的な

受検啓発活動が有用であることを示した。

また効率的な活動の実施には「統括 Co（活

動の中心となる肝炎医療 Co）の配置が重要

であることを明らかにした。また、新規事

業として肝炎医療 Co 養成事業を開始する

自治体（鳥取県、北海道）において養成講

習会で肝炎医療 Co に関する講義を実施し、

肝炎医療 Co の受検、受診、受療への関りの

重要性の認知度を拡充した。 
井出達也研究分担者は、福岡県における肝

疾患専門医療機関(65 機関)において、院内

肝炎ウイルスフォローアップに肝炎医療コ

ーディネーターの活躍の場の提案し、実現

させることに成功した。さらに検診医療機

関において、Pepper やデジタルサイネージ

を用いて、肝炎医療 Co とともに、肝炎ウイ

ルス受検の促進することに証明した。 
本田浩一研究分担者は、拠点病院（大分大

学附属病院）における肝炎医療 Co を活用し

た抗体陽性者の拾い上げと follow up シス

テムを構築し、高い有効性について明らか

にした。また、県内各地の Co 活動の成功例

を共有することが、肝炎医療 Co の活動活性

化のために有効であることを示した。 
田中基彦研究分担者、佐々木裕研究分担者

は、熊本県における肝炎医療 Co の活動向上

の内容の検討し、「活動事例の提供」は当セ

ンターを通して Co に提供することとした。

「職場別の声掛けマニュアルの提供」は、

フォローアップ研修会で職種別にアプロー

チ方法を検討し、個人の名刺を作成し、そ

 
006



の裏に属する職種別のアプローチ方法を記

載し提供した。また非専門医療機関におけ

る術前検査陽性者受診・受療勧奨プロジェ

クトにおける肝炎医療 Co の活動のあり方

を検討開始した。 
前城達次研究分担者は、肝炎医療コ Co が

利用しやすい問診票を作成し、パイロット

的に使用を開始した。また肝臓専門医が不

在の地域における、肝炎医療 Co を中心とす

る連携構築が可能であることを証明した。 
裴 英洙研究分担者は、肝炎医療 Co が活躍

する場を創造するための組織戦略の構築と

地域浸透のプロモーション策定を実施。成

果として肝炎 Co 冊子を作製し、教本「肝炎

医療 Co これだけは〜基礎からすべての職

種がひと目で分かる強みを活かした活動事

例まで〜」の執筆を分担し、肝炎医療 Co
の役割と位置付けを明確にし、普及推進の

ため病院及び経営者にとってのメリットを

検討し、具体的な方策や活動促進に必須で

あるスキルや視点を明らかにした。 
米澤敦子研究分担者は、日本肝臓病患者団

体協議会の加盟患者団体へのヒアリングか

ら「どんな時に、どこで、どのように患者

が肝炎医療 Co を必要とするか」を検証し、

患者の望む肝炎医療 Co 像、Co の活動に必

要な媒体等を導き出すことができた。また

2019 年 7 月、患者 5 名（C 型肝炎 3 名、B
型肝炎 2 名）による座談会を実施、座談会

での患者の意見を参考に、肝臓病と言われ

たときの患者の心構え、すべきことや、肝

炎医療 Co の存在を記した冊子「もしも肝臓

病と言われたら～患者さんたちからのメッ

セージ～」を作成した。患者が最も知りた

い同病者の生の声が反映されているため、

実際に肝臓病と診断された患者にとって、

すぐに活用できるリーフレットの作成し、

全国展開を開始した。また、佐賀県におけ

Co 養成研修会（2017 年～2019 年）に講師

として参加していたが、2019 は佐賀大学医

学部肝疾患センターの医師、肝炎医療 Co、
佐賀県庁の担当者と共に、肝炎患者に対す

る差別や偏見をテーマにしたパネルディス

カッション「患者さんが感じる差別や偏見

について」をおこなった。 
小川 朝生研究分担者は、肝炎における精

神心理的な問題に関して高齢者や慢性疾患

を対象としたケースマネジメントから、構

成要件や Co の必須能力についての情報を

明らかにした。 
平井 啓研究分担者は、全国レベルで臨床

現場の肝炎医療 Co に質的調査を行動科学

的に解析し、各職種、各フィールドごとの

コンピテンシーを明らかにした。肝炎医療

Co の活動に効果的なナッジ、リバタリア

ン・パターナリズムについて、教本で説明

を行った。 
浅井文和研究分担者は、肝炎医療 Co に関

する新聞報道および肝炎ウイルス検査に関

する地方自治体等から住民向け情報提供に

ついて計量テキスト分析を実施した。 
立石 清一郎研究分担者は、428 名の両立

支援事例が蓄積されたデータベースから肝

疾患に関連するものを収集し、肝疾患は 2
例しかなく職域において両立支援を実施し

ているケースがあまり存在しないことが明

らかとなった。また、肝炎医療コーディネ

ーターにとっては両立支援そのものの認知

度が低く、その向上にむけた取り組みが重

要であった。教本において両立支援の執筆

を担当した。 
古屋博行研究分担者は、神奈川県、東海大

学肝疾患医療センターとの共催で、主に調

剤薬局薬剤師を対象として肝炎医療コーデ

ィネーター養成研修会の実施し、参加者を

対象に肝炎に関する相談状況の調査を行っ

た。また、神奈川県における地域両立支援

推進チームの一貫として神奈川両立支援モ

デルと協調し、院内や職域の産業保健スタ

ッフ向け研修会を実施し、治療と仕事の両
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立支援から職域での肝炎対策について啓発

を行った。 
滝川 康裕研究分担者は、岩手県における

地域肝疾患 Co の養成と、その後の主体的な

活動を促進するためのワークショップ形式

の研修会を開催する等の活動環境構築に向

けた取り組みを実施した。また岩手医科大

学におけるウイルス肝炎診療環境整備およ

び岩手県内の肝疾患診療機関のモデル事業

として、肝疾患診療拠点病院で①学内報を

用いた一般医療者への啓発、②電子カルテ

のメール機能を利用した、主治医への直接

アラートシステムの構築、③患者へのウイ

ルス肝炎検査通知カードの採用等の事業を

開始した。 
渡邉 英徳研究分担者は、情報デザイン工

学の技術を応用し、肝炎医療 Co 活動支援ツ

ール開発を行い、国立国際医療研究センタ

ー肝炎情報センターの「肝ナビ」として全

国展開に繋がった 
（https://kan-navi.ncgm.go.jp/index-b.ht

ml）。 
内田 義人研究分担者、持田 智研究分担者

は、協会けんぽ埼玉支部と協力した職域検

診の実施の普及を進め、また埼玉県肝炎医

療 Co とは別に、埼玉県肝炎地域 Co を制

定・養成し、病院内外における Co の役割を

明確化し、埼玉県における肝炎医療および

地域 Co の活動実態と課題をアンケート調

査から明らかにした。さらにヒト型ロボッ

ト（Pepper）を活用した肝炎疾患啓発・検

査促進のトライアルを埼玉医大や地域イベ

ントで実施し、その有用性を明らかにした。 
小野 俊樹研究分担者は、肝炎医療 Co 制度

の普及および Co 活動の支援・促進に資する

読本を作成、監修した。 
（研究分担者の研究詳細は分担報告書を参

照のこと） 

 

Ｄ．考察 

  本研究では、厚生労働省健康局がん疾病

対策課肝炎対策推進室によって実施されて

いる自治体現状アンケート（都道府県向け

および市町村向け）の解析によって、肝炎

ウイルス検査の実施状況、陽性者への情報

提供、さらにフォローアップの体制には、

自治体によって差異があることが判明した

が、質の高い自治体もあることから、その

効果的な事例などを抽出し、全国展開する

ことによって、質の均てん化を行うことは

可能であると推察される。また、肝炎医療

コーディネーターの養成とスキルアップ、

活動については、コーディネーターを４つ

のグループに区分することができると推察

した。フィリップ・コトラーによれば、ソ

ーシャルマーケティング手法においては、

対象を適切にセグメンテーションし、その

セグメントごとの課題の抽出と対策を講ず

ることが全体最適に効果的であることが判

明しており、本研究においてもコーディネ

ーターを区分し、それぞれの状況と課題を

全国的な質的・量的調査によって解明し、

対策を講ずることで、全国的な質の向上に

寄与することができた。また自治体、特に

拠点病院と距離のある自治体において最新

の情報のアップデートやツールのニーズが

高いことが判明したため、複数の情報発信

方法を用いたツールの作成を開始し、自治

体や臨床現場からの一定の評価を得ること

ができた。 

 

Ｅ．結論 

 ４７都道府県における受検〜受療までの

実態調査および肝炎医療 Co の養成および

活動の現状調査を実施し、その結果を集約

して報告書を作成し、、４７都道府県、基礎

自治体、拠点病院等へ調査結果を還元した。

また全国の肝 Co のニーズが高かった肝 Co
ポケットマニュアル第１版、第２版の作成、

全国の肝 Co がアクセスできる活動支援の
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ポータルサイトをインターネット上に立ち

上げ、活動事例等の動画コンテンツ、成果

物等を掲載し、運用を開始した。さらに専

門医・医療機関管理者、行政、患者向けの

肝 Co 活動促進・啓発マニュアルを作成、全

国レベルでの配布を進めた。また成果目標

のひとつであった海外での本研究班の成果

の技術移転を開始、同国保健省と協力して

同国で肝 Co 養成と活動支援を行なった。今

後は、ポータルサイトの継続的な拡充と活

用効果の測定が望まれる。また成果物の継

続的なアップデートと全国展開、効果測定、

さらに上記の成果物の効果的な活用等に加

え、全国の地域の特性や課題を鑑みた新た

な養成やスキルアップ手法の開発と展開が

望まれる。 
 

Ｆ．研究発表  

１．論文発表 

※分担研究者の報告書を参照 

 

２．学会発表 

※分担研究者の報告書を参照 

 

Ｇ．知的所有権の取得状況 

なし 

１．特許取得 

なし 

２．実用新案登録 

なし 

３．その他 

1. 江口有一郎（監修）、「肝炎医療コーデ

ィネーター養成に関する要綱の全国都

道府県アンケート調査のまとめ」2019 

2. 江口有一郎（監修）、「もしも行政職員

が肝炎医療コーディネーターを養成す

ることになったら」2019 

3. 江口有一郎（監修）、「もしも肝臓病と

言われたら〜患者さんからのメッセー

ジ」2019 

4. 江口有一郎、武内和久、小野俊樹（監

修）「肝炎医療コーディネーターこれ

だけは！」2019 

5. 江口有一郎（監修）、「肝炎医療コーデ

ィネーターポケットマニュアル 2020

春号」2019
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